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2014年8月に都市再生特別措置法等の一部が改正され，本格的にコンパクトシティへと舵を切ったこと

により，各自治体で立地適正化計画の策定が求められている．集約型都市構造を実現させるには，自治体

を越え都市圏全体の視点から，地区レベルで施設・居住誘導施策や交通整備を検討する必要がある．その

ために，大都市圏・地方都市圏を含めて全国の住宅地特性とその変化を分析し，交通行動特性への影響を

把握することは重要な検討材料となる．そこで，本研究では，全国都市交通特性調査を用いて住宅地を分

類し，1992年と2010年の共通調査住区を対象に，用途地域，人口密度，公共交通整備の変化を分析する．

さらに，住宅地タイプ変化と交通行動特性と空間特性の変化との関連を分析することで，大都市圏と地方

都市圏の変化の違いを把握する． 

     Key Words : compact city, location optimization plan, residential zone type, metropolitan/ local area 

1. はじめに 

地方都市圏から大都市圏への人口流出，都市拡散など

によって住民の生活圏が拡大し，総移動距離と交通環境

負荷の増大をもたらした．都市拡散は公共交通整備率の

低い郊外で起こり，自動車利用を助長し，さらなる都市

拡散を促進してきた．特に高齢者の通院や，介護生活の

足，交通安全が問題視されている．居住の郊外化に伴い，

都市機能も郊外へ拡散しており，公共交通利便性の確保

がますます課題となっている．  

このような状況下，2014年8月に都市再生特別措置法

等の一部が改正され，日本政府はコンパクトシティ・プ

ラス・ネットワークを本格的に推進する方向へ舵を切っ

た1)．各自治体は立地適正化計画を策定し，その中で居

住誘導区域と都市機能誘導区域を定めることとなってい

る．この立地適正化計画は各自治体（市区町村単位）で

策定するが，実際には交通行動は都市圏で行われる．例

えば大都市圏の場合，一つの都市圏の中でも中心都市と

衛星都市では，住宅地の人口密度，公共交通整備状況，

土地利用規制などの住区特性が異なり，大都市圏全体で

コンパクトシティ政策を検討することが重要である．そ

の際，実際の都市計画整備事業の単位である住区レベル

で，住区特性と交通行動の長期的な変化を全国で横断的

に把握・比較しておくことは，長期的な視点からコンパ

クトシティ政策を検討する上で重要な検討材料となりう

る．特に，土地利用規制の影響については，全国での都

市計画図のGISデータは国土数値情報で近年公開された

が，各自治体の最近1時点のみであり，過去の長期的な

土地利用規制の変化と人口密度等の他の住区特性との関

連は十分に把握されていない．また，そもそもコンパク

トシティの考え方は都市空間の有効活用という観点2)か

ら端を発し，1990年代以降は持続可能性や交通環境とい

う観点から議論されるようになったことから3)，住区特

性とともに交通環境負荷の変化にも着目することが重要

である． 

既存研究としては，まず，都市・自治体単位における

交通行動特性と交通環境負荷との関連を分析した研究4)

がある．コンパクトシティの観点から都市特性と交通エ
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ネルギー消費量・環境負荷の関連を分析したものとして

は，基礎的な都市特性である人口密度を変数として取り

上げた研究5)のほか，公共交通利便性やDID人口比，大

規模小売店立地を取り上げた研究6)，居住地・勤務地の

店舗等の密度も考慮した研究7)，用途地域を含む土地利

用規制との関連を分析した研究8)などがある．また，用

途地域を極と市街地の定義に用いて都市構造を分類し，

複数時点で交通環境負荷との関連を分析した研究9)や，

さらに都市計画マスタープランでの記述の経年変化との

関連を考察した研究10)もある．一方で，用途地域そのも

のの変化や影響に着目した研究として，1992年に都市計

画法が改正され，それ以前の7区分から現行の12区分に

住宅系用途地域が細分化された後の変化に着目した研究
11)12)13)，用途地域指定が都市活動や土地利用に与えた影

響を分析した研究14)，地区計画との関係に着目した研究
15)，2000年改正による区域区分選択制導入後の用途地域

変化を分析した研究16)17)などがあるが，いずれも都市・

自治体単位での分析が基本となっており，交通環境負荷

との関連分析を意図したものではない． 

次に，コンパクトシティの観点から地区単位における

地区特性の変化を分析した研究としては，特定都市を対

象に用途地域や公共交通整備状況と人口変動の関係を分

析した研究18)，用途地域を含む地区特性で分類した住宅

地タイプを用いて人口密度変化と現在の公共交通整備状

況との関連19)や交通環境負荷との関連20)を分析した研究，

開発時期も考慮して用途地域や公共交通整備状況と交通

環境負荷との関連を分析した研究21)がある．しかし，地

区単位で2時点間の用途地域，公共交通整備状況，人口

密度，交通環境負荷の全ての値の変化とその関連を分析

した研究はない． 

以上の背景を踏まえ，本研究では，1) 用途地域変化を

含む住区特性データを過去2時点で整理し，大都市圏か

ら地方都市圏まで全国の住宅地タイプの変化を把握する

こと，2) 土地利用規制等の住区特性や，交通行動特性を

表す代表指標としての自動車燃料消費量，住宅地タイプ

の変化の相互関係を分析し，その特徴を考察することを

目的とする． 

2. 研究方法 

(1) 使用データとデータ整備手法 

住宅地タイプの設定にあたっては，都市の基礎的な交

通特性を把握するとともに，全国の横断的，時系列的な

交通特性等を比較分析し，今後の都市交通政策の展開方

向を検討するための基礎資料を得る目的で行われている

全国都市交通特性調査（旧全国都市パーソントリップ調

査．以下，全国PT調査）データを使用した．全国PT調

査では性格の異なる多様な都市圏，都市規模の都市から

住民基本台帳を基に約30の地区（合計300世帯を満たす

町・丁目レベル）をランダムサンプリングしているため，

調査区画の選定方法に偏りがない．調査地区の面積の中

央値は29.3haであり，一般的な個別の住宅地開発プロジ

ェクトの規模（数haから100ha）にほぼ相当する．本研

究ではこの調査区画を住区と定義し，各住区の住宅地タ

イプの変化要因を分析する．分析対象期間は，第2回全

国PT調査の行われた1992年と，第5回全国PT調査の行わ

れた2010年である．分析対象住区は，1992年は個人調査

サンプルと住宅地の対応が十分な精度で可能な70都市の

1,996調査住区であり，交通行動データとしては57,243人

の個人調査サンプルを用いた．2010年は2時点でともに

調査が行われた39都市，603住区の29,701人を分析対象と

した． 

住宅地タイプ分類の分類条件に用いる住区特性データ

は，1992年については全国PT調査に付随して各調査対象

都市自治体によって調査された人口密度，最寄り駅への

距離，都心への距離，公共交通整備状況などのデータを

活用した．土地利用規制は，紙媒体の都市計画地図から

市街化調整区域や用途地域の割合を読み取って独自に整

備した．2010年の住区特性データについては，既に全国

規模の電子データが公開されており，全国PT調査に付

随した調査は行われていなかっため，独自に整備した．

まず，人口密度には，国勢調査小地域統計のデータを用

いた．全国PT調査の調査区画と町丁目の単位が必ずし

も一致せず，コードでの対照も困難であったため，名称

で一致させて必要に応じて丁目から町や字への集計を行

った．名称で両データの対応が確認できない住区は，分

析対象から除外した．次に，土地利用規制については，

国土数値情報の用途地域データ，都市地域データの市街

化調整区域，行政区域データを用い，GISを用いて3つの

地図を重ね合わせることで，各土地利用規制の面積割合

を計算した．ただし，国土数値情報の都市地域データに

おいて，市街化調整区域等の細区分については，参照し

た土地利用基本計画でも参考表示の扱いであり精度は保

証できないため，用途地域データと重なった場合は，用

途地域データを基準にして市街化調整区域の面積も再計

算して面積割合を算出した．また，最寄り駅への距離に

ついては国土数値情報の鉄道時系列データを用い，該当

住区の重心と各鉄道駅の経緯度を計算することで，最短

距離を求めた．都心への距離については国土数値情報の

地価公示データを用いた．該当住区の所属都市において

最も公示地価の高い地点を都心と定義し，該当住区の重

心と都心の経緯度から距離を計算した．該当住区のポリ

ゴンデータには，統計GISの境界データを使用した．国

土数値情報のデータ作成年度が最も近いものとして，用

途地域データ，都市地域データ，鉄道時系列データは
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2011年度，行政区域データ，地価公示データは2010年度

のデータを使用しており，2010年と2011年で大きな変化

はないと仮定している． 

(2) 住宅地タイプの判別方法 

本研究では，先行研究22)において1992年の全国PT調査

データを用いて分類された住宅地タイプを基準に，分析

対象住区の2時点間の住宅地タイプ変化を分析する．住

宅地タイプは，各住区特性と交通環境負荷指標である自

動車燃料消費量との関連を分析して分類されており，分

類条件に該当する住区特性データを収集すれば，日本国

内の全ての住宅地を網羅することができる．自動車燃料

消費量の推計にあたっては，個人の自動車移動距離と自

動車旅行時間を基に推計する先行研究23)の方法を用いる．

分類条件には，自動車燃料消費量との関連性のほかに，

土地利用・建物立地をコントロールする要素として政策

検討の際に重要な土地利用規制も加え，表-1に示す住区

特性を採用している．表-1のうち，都市タイプの分類条

件は表-2に示す通りである．十分な分析精度が保障でき

る程度のサンプル数（300～500）を確保することを考慮

しながら類似した特性をもつ住区をまとめていき，最終

的に大都市圏は表-3，地方都市圏は表-4に示す合計135種

類の住宅地タイプを設定している．なお，住宅地タイプ

番号は，交通環境負荷についての議論を分かりやすくす

るため1992年時点の1人1日自動車燃料消費量が大きい順

に並べて番号を設定している． 

そして，2時点共通の調査対象住区603住区について，

新たに整備した2010年の住区特性データを用いて住宅地

タイプを判別し，その変化の要因を把握する．自動車燃

料消費量についても，2010年の全国PT調査の個人票デー

タから新たに推計する．なお，移動距離が80km以上の

データに関しては，都市圏構造の議論の範疇に収まらな

いため除外している．また，1992年は各自治体が紙媒体

に記入しておりデータの精度が異なること，土地利用規

制においては紙媒体の都市計画図から割合を読み取った

こと，2010年は全国一律の手法で整備されたGISデータ

を用いて計算したことを考慮し，住宅地タイプが変化し

た住区において，一つ一つ変化した住区特性の値を検証

し，データを修正して住宅地タイプが真に変化した可能

性が高い住区を特定した． 

3. 研究結果と考察 

(1) 住宅地タイプ変化の全体の傾向 

1992年と2012年の2時点で住宅地タイプ変化を分析し

た結果，大都市圏中心都市では27住区，大都市圏衛星都

市では68住区，地方中心都市では77住区，地方都市では

24住区で住宅地タイプが変化したことがわかった．変化

要因別にまとめると，表-5のようになる．この結果から，

全国的に住宅地タイプが変化した要因として影響が大き

いのは，土地利用規制と人口密度であることがわかる． 

以下(2)では，住宅地タイプの変化した住区の要因を

考察した結果，特に変化の傾向の違いが見られた駅距離

別の土地利用規制変化に着目して詳しく述べる．また，

(3)では，居住者の交通行動特性を表す代表指標として

表-1 住宅地タイプの分類条件 

分類条件 区分 略称 

都市 

タイプ 

大都市圏中心都市 

(Central City in Metropolitan Area) 
CM 

大都市圏衛星都市 

(Satellite City in Metropolitan Area) 
SM 

地方中心都市 

(Central City in Local Area) 
CL 

地方都市 

(Local City in Local Area) 
LL 

人口密度 

50人未満 1 

50人以上100人未満 2 

100人以上150人未満 3 

150人以上 4 

土地利用 

規制 

(土地規制) 

市街化 

調整 

区域等 

25％以上50％未満 U1 

50％以上75％未満 U2 

75％以上 U3 

住宅系 

低層住宅 

専用地域 

90％以上 RL1 

60％以上90％未満 RL2 

中高層住宅 

専用地域 

90％以上 RH1 

60％以上90％未満 RH2 

住居地域 60％以上 RG 

商業系 
近隣商業地域 60％以上 CN 

商業地域 60％以上 CC 

工業系 

準工業地域 60％以上 IL 

工業地域・ 

工業専用地域 
60％以上 II 

住宅系・商業系混合住区 R+C 

混在 

住区 

住宅系用途の指定割合が最大 MR 

商業系用途の指定割合が最大 MC 

工業系用途の指定割合が最大 MI 

交通条件 

最寄り駅への距離 

(駅距離) 

1km未満 近 

1km以上 遠 

最寄り駅の列車本数 

(列車本数) 

114本未満 少 

114本以上 多 

都心へ 

の距離 

(都心距離) 

1.6km以内 1 

1.6km超 5km以内 2 

5km超 3 

表-2 住宅地タイプの分類条件 

中心都市 衛星都市・地方都市 

大都市

圏 

政令指定都市あるいは 

人口100万人以上の都市 

三大都市圏に定義される

都市で中心都市の条件を

満たさない都市 

地方 

都市圏 

県庁所在地あるいは 

人口15万人以上の都市 

三大都市圏以外の都市

で中心都市の条件を満た

さない都市 
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自動車燃料消費量を取り上げ，人口密度変化との関係を

示し，詳しく考察する． 

(2) 駅距離別の土地利用規制変化 

図-1～図-4では，最寄り駅への距離を横軸に，表-1に

示した土地利用規制の分類を縦軸に取り，その分類が変

化した住区を都市タイプ別に示している． 

図-1より，大都市圏中心都市で土地利用規制が変化し

た住区は，最寄り駅から1km未満の住区がほとんどであ

る．駅から近い住区から見ていくと，左から1番目では

1992年には商業地域だった場所の一部が2010年までに住

宅系用途地域に指定されて住宅系混在住区となったり，

左から2番目では住宅系・商業系混合住区の一部が近隣

商業地域となり住区全体面積の60%以上を占めるように

なるなど，駅周辺では土地利用規制が大きく変化してい

ることがわかる．駅から約0.5～1kmの範囲では，1992年

には中高層住宅専用地域が9割を占めていたが，2010年

までに一部が他の住宅系用途地域に指定され，住宅系混

在住区になったものが2住区存在する．一方，住宅系混

在住区から低層住宅専用地域60～90%に変化した住区も

見られた．また，最寄り駅への距離が0.5～1.5kmの範囲

で見ると，市街化調整区域等75%以上から，住居地域

60%以上や中高層住宅専用地域90%以上に変化した住区

があり，郊外で開発が行われている様子が推察される．

駅から遠い約2kmの住区でも市街化調整区域等の面積割

合が小さくなっており，開発の範囲が広がっていると考

えられる．しかし，全体としては駅に近い住区で土地利

用規制を変更するほどの開発が行われている傾向が強い．  

表-3 住宅地タイプの分類結果（大都市圏） 表-4 住宅地タイプの分類結果（地方都市圏） 

表-5 住宅地タイプ変化要因別の変化住区数 

住宅地タイプ 

変化要因 

変化住区数 

CM SM CL LL 

人口密度 
増加 11 9 5 3 

減少 7 7 17 4 

土地規制 9 9 13 24 

駅距離 
増加 0 0 0 5 

減少 3 4 3 5 

都心距離 
増加 0 0 0 2 

減少 0 0 1 0 

タイプ
番号

土地
規制

人口
密度

駅
距離

列車
本数

都心
距離

タイプ
番号

土地
規制

人口
密度

駅
距離

列車
本数

都心
距離

CM1 RL2 - 遠 - - SM1 RL2 1 - - -

CM2 RH1 - - - - SM2 RG 1 遠 - -

CM3 U3 - - - - SM3 IL - - - -

CM4 MC - - - - SM4 RL1 1,2 遠 - -

CM5 MR 1,2 - - - SM5 MR 2 - - -

CM6 R+C - - - - SM6 CN - - - -

CM7 RG 1,2 - - - SM7 U1 1 遠 - -

CM8 RG 3 遠 - - SM8 U1 1 近 - -

CM9 II - - - - SM9 MR 1 - - -

CM10 RL1 - - - - SM10 RH2 1 - - -

CM11 IL - - - - SM11 RH2 2 近 - -

CM12 RH2 1,2 - - - SM12 RL2 2 遠 - 3

CM13 RG 3 近 - - SM13 RL2 2 遠 - 1,2

CM14 RH2 3,4 - - - SM14 RG 1 近 - -

CM15 RL2 - 近 - - SM15 R+C - - - -

CM16 U2 - - - - SM16 RH1 - 遠 - -

CM17 U1 - - - - SM17 U3 - - - -

CM18 RG 4 - - - SM18 MC - - - -

CM19 MI - - - - SM19 RG 2 近 - -

CM20 CC - - - - SM20 MI - - - -

CM21 MR 3,4 - - - SM21 RH1 - 近 - -

CM22 CN - - - - SM22 RH2 2 遠 - -

SM23 II - - - -

SM24 RG 3,4 - - -

SM25 RH2 3 - - -

SM26 U2 - - - -

SM27 RL2 3,4 - - -

SM28 RL2 2 近 - -

SM29 RH2 4 - - -

SM30 U1 2～4 - - -

SM31 RG 2 遠 - -

SM32 CC 3,4 - - -

SM33 MR 3,4 - - -

SM34 CC 1,2 - - -

SM35 RL1 1,2 近 - -

SM36 RL1 3,4 - - -

注1)「-」：区分なし

注2)凡例は表-1参照

タイプ
番号

土地
規制

人口
密度

駅
距離

列車
本数

都心
距離

タイプ
番号

土地
規制

人口
密度

駅
距離

列車
本数

都心
距離

CL1 RH2 2 遠 少 - LL1 U3 - 遠 少 3

CL2 RH1 1 - - - LL2 U3 - 近 - -

CL3 MR 1 近 - - LL3 RL1 - - - -

CL4 RG 1 遠 - - LL4 U1 1 近 - -

CL5 CN - - - - LL5 U3 - 遠 多 -

CL6 RG 1 近 - - LL6 RL2 1 - - -

CL7 RL1 - - - - LL7 U2 - 遠 - 2,3

CL8 RL2 2 近 - - LL8 U1 2～4 - - -

CL9 U2 2～4 - - - LL9 RG 1 近 - 2,3

CL10 CC 1 - - - LL10 U2 - 近 - -

CL11 RL2 2 遠 - - LL11 RH2 1 - - -

CL12 U3 - 近 - - LL12 RL2 2～4 - - -

CL13 U1 1 - - 3 LL13 U1 1 遠 - 1,2

CL14 MR 1 遠 - - LL14 U3 - 遠 少 1,2

CL15 U2 1 遠 - - LL15 MR 1 遠 - -

CL16 RH2 2 近 - - LL16 RG 1 遠 - 2,3

CL17 RH2 2 遠 多 - LL17 IL - - - -

CL18 U1 1 - - 1,2 LL18 RH2 2～4 遠 少 -

CL19 IL - - - - LL19 MI - - - -

CL20 RG 2 近 - - LL20 RG 2 近 - -

CL21 RH2 1 - - - LL21 RG 2 遠 - -

CL22 MI - - - - LL22 U1 1 遠 - 3

CL23 RL2 3,4 - - - LL23 RH1 - - - -

CL24 R+C - - - - LL24 MR 2～4 - - -

CL25 RH1 2～4 - - - LL25 U2 - 遠 - 1

CL26 RG 2 遠 - - LL26 RG 1 近 - 1

CL27 RG 3,4 - - 2,3 LL27 RG 1 遠 - 1

CL28 U3 - 遠 - - LL28 R+C - - - -

CL29 MR 2～4 - - - LL29 MC - - - -

CL30 MC - - - - LL30 RH2 2～4 遠 多 -

CL31 U1 2～4 - - - LL31 RG 3,4 - - -

CL32 II - - - - LL32 MR 1 近 - -

CL33 U2 1 近 - - LL33 II - - - -

CL34 RL2 1 遠 - - LL34 CN - - - -

CL35 RL2 1 近 - - LL35 RH2 2～4 近 - -

CL36 RH2 3,4 - - - LL36 CC 1 - - -

CL37 CC 2 近 - - LL37 CC 2～4 - - -

CL38 RG 3,4 - - 1

CL39 CC 3,4 - - -

CL40 CC 2 遠 - -

注1)「-」：区分なし

注2)凡例は表-1参照
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大都市圏衛星都市（図-2）では，大都市圏中心都市と

同じく，駅から1km未満の住区で土地利用規制の変化が

多い．この範囲で，住居地域60%以上や低層住宅専用地

域60～90%の住区が住宅系混在もしくは住宅系・商業系

混合に変化した場合が多く，住居地域の一部が低層ある

いは中高層住宅専用地域，商業系用途地域に指定されて

いる．最寄り駅への距離が約0.5kmまでの範囲では，住

居地域60%以上から中高層住宅専用地域90%以上に変化

する場合が多く，駅周辺でマンション等の高密度開発が

行われていることが推察される．いずれの場合も，規制

の緩い住居地域から他の住宅系・商業系用途地域に変化

し，規制が強くなっている．そのほか，駅から約1kmの

住区で，市街化調整区域25～50%から低層住宅専用地域

90%以上に変化した住区もあり，郊外の駅周辺にも住宅

地開発の範囲が拡大した様子が推測される．また，駅か

ら離れた3～3.5kmの範囲では，市街化調整区域等25～

50%から住宅系混在に変化した住区も見られた．大都市

圏中心都市と比べると，駅から少し遠い住区でも土地利

用規制の変更を伴う開発が行われたと考えられる． 

地方中心都市（図-3）では，大都市圏と比較して土地

図-1 駅距離別の用途地域規制の変化（CM：大都市圏中心都市） 

図-2 駅距離別の用途地域規制の変化（SM：大都市圏衛星都市） 
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利用規制が変化した住区が多く，その変化は駅からの距

離に関わらず広範囲に分布していることがわかった．駅

から0.5km未満の範囲では，工業系混在（準工業地域も

含む）の一部が商業系用途地域あるいは住宅系用途地域

に指定され，他の土地利用規制区分に変化した住区が多

い．また，最寄り駅からの距離に関わらず，変化後の区

分が住宅系混在になった住区が多く，中には近隣商業地

域60%以上から住宅系混在に変化した住区も見られた．

駅から2.5km以上では低層住宅専用地域から住宅系混在

への変化も見られる．住区は町丁目境界を基本としてい

るため，その境界と用途地域境界が一致していない住区

が多くなり，町丁目ごとの特徴がなくなってきているこ

とが推測できる．次に，住居地域60%以上と中高層住宅

専用地域90%以上の両区分相互の変化に着目すると，駅

から0.5～1kmの範囲では両方向の変化が見られるが，1

～2.5kmの範囲で住居地域から中高層住宅専用地域への

変更が行われており，駅から遠い住区でもマンション等

の高密度開発が行われていると考えられる．駅から1～

1.5kmの範囲では，住居地域から低層住宅専用地域への

変化も見られた． 

地方都市（図-4）では，土地利用規制が変化した住区

が他の都市タイプと比較して非常に少ない結果となった．

駅からの距離に関わらず，住宅系用途地域から住宅系混

在に変化する傾向が見られる． 

全都市タイプを通して見ると，準工業地域あるいは工

業地域・工業専用地域から他の区分に変化したり，逆に

図-3 駅距離別の用途地域規制の変化（CL：地方中心都市） 

図-4 駅距離別の用途地域規制の変化（LL：地方都市） 
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他の区分からそれらの工業系区分に変化した住区は見ら

れず，工業地域・工業専用地域だけでなく規制の緩い準

工業地域の指定も慎重に行われていると考えられる． 

(3) 人口密度と自動車燃料消費量の変化 

図-5～図-8は，1992年と2010年の人口密度変化率と自

動車燃料消費量変化量の関係を示すため，2時点でデー

タ比較可能な住区数が4つ以上の住宅地タイプの平均値

でプロットした結果である． 

大都市圏中心都市（図-5）では，人口密度が増加した

住宅地タイプが多い．人口密度の変化と自動車燃料消費

量の関連は見られず，両指標ともに変化の小さい住宅地

タイプが多い．ただし，CM16とCM20では人口密度が増

加しており，どちらももともと自動車燃料消費量が少な

いことが住宅地タイプ番号から判断できる．そのうち，

表-3より商業地域60%以上のCM20では，ますます自動車

燃料消費量が減少している．それに対し，市街化調整区

域等50～75%のCM16は，大都市圏中心都市の中で自動

車燃料消費量の増加量が最も多い住宅地タイプであり，

大都市圏中心都市でも郊外では人口増加と自動車利用の

増加が起きていることが窺える． 

大都市圏衛星都市（図-6）では，大都市圏中心都市と

同様に人口密度の増加した住宅地タイプの方が多い傾向

にある．大都市圏中心都市と比べると，人口密度も自動

車燃料消費量も変化が激しく，グラフ上に広く分布する

結果となった．特に，人口密度が増加した住区で自動車

燃料消費量も大きく増加する傾向がある．最も自動車燃

料消費量の増加が激しいSM8は，表-3を見ると駅から遠

く人口密度の小さい市街化調整区域25～50%の住宅地タ

イプであり，駅からも都心からも遠い住区で人口が増え

ず自動車利用はますます増加していることが読み取れる．

中高層住宅専用地域60～90%でも駅から遠いSM22におい

図-5 住宅地タイプ別の人口密度・燃料消費量変化（CM） 

図-6 住宅地タイプ別の人口密度・燃料消費量変化（SM） 

図-7 住宅地タイプ別の人口密度・燃料消費量変化（CL） 

図-8 住宅地タイプ別の人口密度・燃料消費量変化（LL） 
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ても，自動車燃料消費量が大きく増加している．駅から

近くても住居地域が多く1992年時点では人口密度が小さ

かったSM14では，居住者の増加が進み人口密度が増加

しただけでなく，自動車燃料消費量も増加しており，規

制の緩い住区で自動車利用が増えている様子がわかる．

一方，同じ住居地域でも，駅から近く1992年時点で人口

密度が50～100人/haあったSM19や，人口密度が100人/ha

以上であったSM24では自動車燃料消費量が減少してお

り，開発時期の早い住区では規制が緩くても自動車利用

が促進されないことが推測される．また，中高層住宅専

用地域90%以上でも駅から遠いSM16では，最も人口密

度の減少率が高いが，自動車燃料消費量はほとんど変化

しない結果となっており，バス路線や本数との関連も調

べる必要がある． 

地方中心都市（図-7）では，人口密度が増加した住宅

地タイプは5つのみで，その他の多くの住宅地タイプで

人口密度が減少した．全体として，人口密度が増加する

につれて自動車燃料消費量が減少する傾向が見られ，自

動車燃料消費量がほとんど変化していない住宅地タイプ

も多いが，地方都市圏では大都市圏と比べてもともと自

動車燃料消費量が多い22)ことに注意が必要である．人口

密度が増加し自動車燃料消費量が減少しているCL4，

CL14の土地利用規制はそれぞれ住居地域，住宅系混在

で，いずれも駅から遠く1992年時点の人口密度が低い．

駅から遠く土地利用方針が曖昧な住区でも，後に居住者

が増えるとともに自動車燃料消費量も減少する住区も存

在することがわかった．なお，地方中心都市で最も自動

車燃料消費量が減少したCL15も駅から遠く，もともと

人口密度の小さい住宅地タイプであり，住区ごとに変化

要因のさらなる特定が望まれる．一方，地方中心都市で

最も自動車燃料消費量が増加したCL36は，中高層住宅

専用地域60～90%以上，人口密度100人/ha以上の住宅地

タイプであり，1992年時点では自動車燃料消費量が少な

かった高密度な住宅地タイプでも自動車燃料消費量が増

加したことが明らかになった． 

地方都市（図-8）では，住宅地タイプが変化した住区

が少なく，人口密度が微増した住宅地タイプもあるもの

の，減少した住宅地タイプの変化率の方が相対的に大き

い．また，縦軸で比較すると，自動車燃料消費量が増加

した住宅地タイプが多い．その中でも，駅からも都心か

らも遠い住居地域で1992年時点で人口密度も小さかった

LL16では，さらに居住者が減り，自動車燃料消費量も

増加しており，地方都市の郊外では人口が減少し自動車

にも頼らざるをえない状況が見て取れる． 

なお，自動車燃料消費量の推計にあたってトリップご

との交通手段の組み合わせを集計したところ，自動車利

用トリップのうち自動車単独が93.8%，自動車と徒歩の

組み合わせが3.8%を占めていた．平成4年がそれぞれ

92.4%，5.3%であったことから，自動車単独か徒歩との

組み合わせで自動車利用トリップの約98%を占める傾向

は，約20年間でほとんど変化していないことがわかった． 

4. おわりに

本研究では，用途地域等を含む住区特性データを独自

に整備するとともに，自動車燃料消費量を推計し，1992

年から2010年の約20年間の住区特性変化による住宅地タ

イプ変化とその要因，自動車利用との関連を考察した． 

土地利用規制変化の結果から，全国的に住区内で住宅

系用途地域や商業系用途地域が混在する土地利用規制に

変化する傾向があり，町丁目ごとの特徴が均質化してい

ることが示唆された．都市タイプ別に見ると，大都市圏

では駅周辺で土地利用規制の変更が行われている一方，

地方中心都市は駅からの距離に関わらず多くの変更が行

われ，地方都市では土地利用規制の変更自体が少ないこ

とが示された． 

人口密度と自動車燃料消費量の変化の結果からは，大

都市圏中心都市は人口密度が微増しているが，大都市圏

衛星都市では人口密度も自動車燃料消費量も増減幅が大

きく，人口移動が多いことが推測される．地方都市圏で

は人口密度が減少した住区が多く，それらの住区では自

動車燃料消費量が増加する傾向にあり，特に地方中心都

市で変化住区数が多いことが明らかになった．つまり，

大都市圏と比べて，特に地方中心都市の人口密度の変化

は自動車燃料消費量変化との関係が強いといえる． 

双方の分析結果から，地方中心都市では駅から遠い住

区でも高密度開発が行われ，1992年時点で高密度な住区

でも自動車燃料消費量が増加が見られた．地方都市では，

住宅地タイプが変化した住区数が少ないが，特に郊外で

人口密度減少と自動車依存が高まっている様子が確認で

きた．一方，大都市圏では地方圏よりも鉄道駅が人口の

求心力を保っているものの，衛星都市では郊外の駅周辺

や駅から遠い住区でも土地利用規制の変更を伴う住宅地

開発が行われ，自動車利用が増えていることが示された．

ただし，開発時期の早い住区では土地利用規制が緩くて

も自動車利用が抑えられる傾向も見られた．そして，大

都市圏中心都市でも郊外で人口増加と自動車利用の増加

が起こっている状況が推察され，都市圏全体で都市構造

を検討していくことの重要性が示唆された． 
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